
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合員 解雇事由 状  況 

Ａさん ・ミャンマー人へのパワハラ 

・会社に悪影響を与えている 

いきなり呼び出され、自主退職するように通告された。自主

退職を断ると、「懲戒解雇する」と告げられた。 

Ｂさん ・職種変更 

・姫路工場への転勤 

いきなり呼び出され、「明日から姫路工場」「職種変更」と言

われた。「自主退職か懲戒解雇」を迫られ、自主退職を選択

した。会社は、退職届を用意していた。 

Ｃさん ・職種変更 

・姫路工場への転勤 

6 月 10 日に私傷病から復帰。13 日に「明日から姫路工場」

「職種変更」と言われ、労働契約書にサインするよう求めら

れ、転勤に応じない場合は「懲戒解雇」と言われた。 

「これは内示。役所でも内示が出て、次の日に転勤はよくあ

ること」だと、会社は言った。 

 Ｂさんの場合は、懲戒解雇をチラつかされ、動揺しての自主退職でした。ＡさんとＣさんは「懲戒解

雇」です。 
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昨年 3月 31 日の分会結成メンバーは 5人でした。今年 3月に分

会委員長が懲戒解雇され、Ｄさんは退職しました。残る 1人は昨年

7月に育児休業を取得したときに、ユニオンを脱退しました。現在

も働いています。 

Ｄさんは、Ａさんが解雇されたあとから、事務所内の異様な雰囲

気に耐えられなくなり、4 月末で退職しました。4 月末時点で、結

成メンバーはＣさんだけでした。 

Ｃさんは、3月末から私傷病で休職していました。会社は、Ｃさ

んが休職から復帰しないと考えていたようです。6 月 10 日にＣさ

んが復帰したことで、懲戒解雇を通知されました。 

 

かなり昔の話ですが、過去には、神戸電化工業で労働組合を結成

しようとした複数人の社員がいたそうです。結成の動きを知った会

社は、労働組合を結成しようとした社員全員を解雇したという、根

っからの労働組合嫌いだったようです。 

Ａさんが解雇された翌日、会社の掲示板には「懲戒解雇処分」「就業規則に違反」「なお、当社として

は、処分以外に強要罪等による刑事告訴および民法第 709 条による損害賠償請求のための民事訴訟も検

討」と貼り出されていました。明らかに脅しです。 

会社はＡさんに対して「刑事告訴」も「民事訴訟」も起こしていません。労働組合に対して「刑事告

訴」し、「民事訴訟」を申立てました。 

そして「強要罪」と記載されていますが、会社に強要したことはありません。労働組合として団体交

渉の開催を求めたにすぎません。刑法の強要罪は「生命、身体、自由、名誉若しくは財産に対し害を加え

る旨を告知して脅迫し、又は暴行を用いて、人に義務のないことを行わせ、又は権利の行使を妨害した者は、

３年以下の懲役に処する」と定めています。労働組合は団体交渉の開催を求める権利があり、その要求に

対して、会社は応じる義務があります。「義務のないこと」を強要したことはありません。そして、労働

組合法に定められている、労働組合としての権利の行使を拒んでいるのは会社です。これこそ、法律に

違反している行為です。 

「強要罪」というのであれば、会社の行為は「強要」に当たらないのでしょうか。ある法律事務所の

ホームページには「退職の強要」として「『懲戒解雇にするぞ』と脅して、労働者側都合による退職届を

提出させる」などは、強要罪に該当する場合もあるようです。会社がＢさんにしたことは・・・。 

 

労働組合をつぶすために、社員＝組合員を解雇することが許されません。「解雇」は組合員だけでな

く、組合員の家族の人生も変えてしまうことがあります。進学・就職・縁談などに影響を及ぼし、生き

方を変えてしまうことがあります。だからこそ、「解雇」は法律で規制され「合理的理由がない解雇は無

効」と定められています。組合員は「懲戒処分」として解雇されましたが、懲戒処分されるようなこと

はしていません。「懲戒」という罪を負わせての解雇は許しません。 

労働組合は、労働組合としての方法で闘います。これからも情報発信をしていきますので、神戸電化

工業・Ｕテックの実態を、社会に知ってもらえるようにご支援をお願いします。 
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